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日揮ホールディングス株式会社 

グリーンボンド・フレームワーク 

2023 年 8 月 9 日 

  

ESG 評価本部 

担当アナリスト：前口 紘毅 

 

格付投資情報センター（R&I）は、日揮ホールディングスが 2023 年 8 月に策定したグリーンボンド・フレ
ームワーク（本フレームワーク）について、国際資本市場協会（ICMA）の「グリーンボンド原則 2021」及
び環境省の「グリーンボンドガイドライン（2022 年版）」に適合していることを確認した。オピニオンは下
記の見解に基づいている。 

 

■オピニオン概要 

(1) 調達資金の使途 
  調達資金は廃棄物由来やバイオマスなどの原料を利用したバイオ燃料、バイオ素材、水素・アンモニ
ア製造、電気自動車・水素自動車の普及に必要不可欠な製品、再生可能エネルギー由来の水素・アンモ
ニア製造、再生可能エネルギーの取り組みまで、幅広いグリーンプロジェクトに充当される。グリーン
ボンド原則の事業区分は「再生可能エネルギー」「クリーン輸送」「高環境効率・環境適応商品、環境配
慮生産技術・プロセス」「汚染の防止及び管理」に該当する。日揮ホールディングスはプロジェクトの特
性に応じて、環境面・社会面におけるネガティブな影響への配慮を踏まえた適格基準を設定するほか、
ライフサイクルベースの CO2 排出量を確認している。個別プロジェクトの実施にあたり環境影響調査、
地域住民への説明などの環境・社会的リスク低減に向けた取り組みを必要に応じて確認する。調達資金
の使途は妥当である。 

(2) プロジェクトの評価と選定のプロセス 
日揮グループは気候変動、デジタル化、感染症拡大など事業環境の変化を踏まえてパーパス（存在意

義）を「Enhancing planetary health」と再定義し、2040 年に向けて 3 つの社会課題「エネルギーの安
定供給と脱炭素化の両立」「資源利用に関する環境負荷の低減」「生活を支えるインフラ・サービスの構
築・維持」の解決を目指すビジョンを掲げる。「環境調和型社会」をマテリアリティ（重要課題）の 1 つ
に特定し、自社グループの事業活動と提供する製品の両面で気候変動緩和や生態系保全などの環境目的
に資する取り組みを進めている。対象事業は環境面のマテリアリティに対応し、長期経営ビジョン「2040

年ビジョン」と中期経営計画の中に位置付けられている。プロジェクトの評価・選定は財務部門が専門
的知見を有する社内関係各部の支援を受けながら適格基準への適合状況を確認したうえで CFO が最終
決定するプロセスであり、明確かつ合理的である。 

(3) 調達資金の管理 
  調達資金は全額が適格プロジェクトに充当されるまで、財務部門が、対象となるプロジェクトの管轄
部署やグループ会社と連携し、専用の帳簿などを用いて資金充当状況を継続的にモニタリングする。未
充当資金は現金または現金同等物で運用する。資金管理は適切である。 

(4) レポーティング 
   資金充当の状況は調達資金が全額充当されるまで、環境改善効果はフレームワークに沿って発行した

債券残高がある限り、少なくとも年 1 回、ウェブサイトで開示する。インパクトレポーティングはプロ
ジェクトの環境目的に応じて GHG 排出量や廃棄物低減量など可能な限り定量化して、事業概要などの
定性的な情報を組み合わせて開示する。レポーティングの内容は適切である。 
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発行体の概要 

(1) 事業概要・事業戦略 

・ 日揮ホールディングスは 1928 年に東京都で設立され、2019 年に持株会社体制に移行し、総合エンジ
ニアリング事業及び機能材製造事業を主たる事業とする。日揮グループは 1930 年代からエンジニア
リング事業を開始し、その後 EPC を一貫遂行するゼネラルコントラクターの地位を日本で初めて確
立。石油、天然ガス、石油化学などのオイル＆ガス分野を中心に、これまで 80 カ国で 2 万件に及ぶ
プロジェクトを遂行し、日本のみならず、世界各地におけるエネルギーや石油化学製品の供給を支え
ている。 

・ 日揮グループはグループを取り巻く事業環境の変化を踏まえ、パーパス（存在意義）を“Enhancing 

planetary health”と定義し、長期経営ビジョン「2040 年ビジョン」ならびに中期経営計画「Building 

a Sustainable Planetary Infrastructure 2025（BSP2025）」を 2021 年に策定した。 

・ 2040 年ビジョンでは「エネルギーの安定供給と脱炭素化の両立」「資源利用に関する環境負荷の低減」
「生活を支えるインフラ・サービスの構築・維持」の 3 つの社会課題の解決を目指し、ビジネス領域、
ビジネスモデル、組織の 3 つのトランスフォーメーションを通じて「Planetary health の向上に貢献
する企業グループ」への変革に挑戦している。ビジネス領域は、これまで積み上げた技術・実績とコ
アコンピタンスを活かすことのできる 5 つの領域「エネルギートランジション」「ヘルスケア・ライフ
サイエンス」「高機能材」「資源循環」「産業・都市インフラ」を事業の柱として確立していく。ビジネ
スモデルはEPCビジネスモデルの深化を図るとともに非 EPCビジネスモデルの拡大による収益構造
の多様化を推進、組織はリージョナル経営体制とイノベーション創出環境の強化を進めていく。 

・ 2040 年ビジョンの実現に向けた最初の 5 年間（2021～2025 年度）を 1st フェーズ「挑戦の 5 年」と
位置付け、この期間を対象として中期経営計画は策定されている。取り組むべき 3 つの重点戦略「EPC

事業のさらなる深化」「高機能材製造事業の拡大」「将来の成長エンジンの確立」を設定し、これを基
軸に各事業の運営や投資戦略を実行していく方針である。 

■日揮グループが手掛けた EPC プロジェクト例 

 

[出所：日揮ホールディングス] 
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(2) サステナビリティ推進 

 日揮グループはパーパスである「Enhancing planetary health」を基軸に、社会価値の創造を通じて
企業価値の持続的な向上を図るとともに、環境・社会・ガバナンス・品質・安全・健康の分野でサス
テナビリティを積極的に追求していくことをサステナビリティ基本方針として掲げている。 

 経営方針の策定や事業活動の展開で基本となる重要な要素としてマテリアリティ（重要課題）を位置
付けている。ステークホルダーにとっての重要度と自社にとっての重要度で総合的に評価し 6 つの重
要課題を特定しており、環境面では「環境調和型社会」を挙げている。 

 「環境調和型社会」の実現に向けた社会課題として、「化石エネルギーによる環境負荷の低減」「再生
可能エネルギーの比率増大」「生態系の保護、生物多様性の維持」「地球温暖化抑制に資する製品、技
術の開発促進」を認識し、自社の事業活動及び提供する製品の両面でこれらの課題解決に向けた取り
組みを進めている。 

 気候変動への対応としては、2040 年ビジョンの中で発表された日揮グループの「カーボンニュートラ
ル宣言」において、2050 年までに Scope1,2 の CO2 排出量ネットゼロ、2030 年までに Scope1,2 の
CO2 排出原単位を 30%削減する目標を掲げている。日揮グループの Scope1,2 排出は建設現場や機能
材製造事業会社の工場操業における燃料使用、および本社・建設現場・製造事業会社の工場や事業所
などにおける電力使用が主要因であり、削減に向けて建設現場での省エネ化、製造事業会社の製造プ
ロセス・要素技術の低炭素化、使用電力の省エネ化や再エネ利用などに取り組んでいる。また Scope3

に関してはステークホルダーと協調して削減に取り組むとしており、培ってきた技術力を駆使しステ
ークホルダーにエネルギートランジションに向けたソリューションを提供していく方針である。 

 日揮グループはサステナビリティに関する方針や行動計画の策定、ならびに活動状況の管理および報
告などを行う「サステナビリティ委員会」を 2021 年 12 月に設立しており、グループ各社が横断的に
連携して活動を推進するガバナンス体制が構築されている。 

■マテリアリティ 

 

[出所：日揮ホールディングス] 

 

 

 



セカンドオピニオン 

 

 4/13 

■「2050 年カーボンニュートラル宣言」で掲げる目標 

 

 [出所：日揮ホールディングス] 
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1. 調達資金の使途 

(1) 適格プロジェクト 

・ 調達資金は以下の適格プロジェクトに係る支出（新規投資またはリファイナンス）に充当される。リフ
ァイナンスは本フレームワークに基づくグリーンボンドの調達から過去 3 年以内に実施されたものに限
る予定である。 

 

事業区分 ICMA 事業カテゴリー分類1 

カーボンリサイクル／ケミカルリサイ

クル事業 

高環境効率・環境適応商品、環境配慮生産技術・プロセス／汚染

の防止及び管理 

エネルギートランジション事業 
クリーン輸送／高環境効率・環境適応商品、環境配慮生産技術・

プロセス／再生可能エネルギー 

(2) 適格プロジェクトの事業区分、期待される環境改善効果 

① カーボンリサイクル／ケミカルリサイクル事業 

グリーン適格カテゴリー：高環境効率・環境適応商品、環境配慮生産技術・プロセス／汚染の防止及び
管理 

事業概要・適格基準：カーボンリサイクル／ケミカルリサイクルによるバイオ燃料、バイオ素材、水素・
アンモニア製造などに関わる研究開発、設備投資などに充当する。ただし、以下の適格基準に該当する
ものに限る。 

 原料は廃棄物由来のものやバイオマスなど、環境・社会に深刻な悪影響を及ぼさないものに限る 

 バイオマスを原料とする場合、原料は国内材については未利用材、輸入材については FSC 認証など
の持続可能性に係る認証を取得したものに限る 

＜具体的なプロジェクト例＞ 

 廃食用油を原料とする SAF 生産設備への投資 

原料として廃食用油を用い、食料競合や森林破壊などの問題が想定されない持続可能性に優れた
航空燃料（SAF、Sustainable Aviation Fuel）を製造する。バイオ由来燃料も燃焼時に化石燃料と
同様に CO2 を排出するが、原料となる植物の成長過程において光合成を行うことで CO2 を吸収し
ているためカーボンニュートラルな燃料と捉えられている。SAF を航空機の脱炭素化に貢献する燃
料として利用するためには、CORSIA（国際民間航空のためのカーボン・オフセットおよび削減ス
キーム）で定められた持続可能性認証スキームに基づき、第三者機関から持続可能性基準への適合
に係る認証を取得する必要がある。当該基準への認証取得に際しては、ICAO（国際民間航空機関）
が原料と製造技術に応じて定めたライフサイクルベースの CO2 排出原単位を用いてプロジェクト
の CO2 削減効果を確認するプロセスが設けられている。さらに、このプロジェクトは使用済みの
食用油を収集し燃料として再利用することから、最終処分される廃棄物量の削減にも貢献する。具
体的なプロジェクトとして、他社2と共同で推進している廃食用油を原料とした SAF 製造サプライ
チェーンモデルの構築に取り組んでいる。 

                              
1 ICMA の GBP に示される事業区分。グリーン適格カテゴリーとして 10 カテゴリー、ソーシャル適格カテゴリーとし

て 6 カテゴリーが示されている。 
2 コスモ石油、レボインターナショナルと日揮ホールディングスが共同出資して設立した合同会社 SAFFAIRE SKY 

ENERGY が事業主体となって進めているもの。国内初となる国産 SAF の大規模生産を目指し、100％廃食用油を原料

とした年間約 3 万キロリットルの SAF の国内供給を実施する予定である。 
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 CO2 からの微生物によるポリマー合成技術開発 

CO2 を原料としてプラスチック製品などの原料となるポリマーを合成する技術に関する研究開
発投資である。微生物が CO2 をポリマーに変換して体内に蓄積し、それを取り出し成形加工する
ことでプラスチック原料を製造する。微生物の増殖やポリマー合成のエネルギーとして水素と酸素
が必要であり、効率よくポリマーを合成するためには水素と酸素を適切な混合比で、かつ均一に維
持・管理することが必要である。水素と酸素は混合比によっては可燃性ガスとなるため取り扱いに
注意が必要であることや、製造設備のスケールアップ過程においてはタンク内で不均一な状態が生
じやすくなるといった課題がある。日揮グループはこれまでオイル＆ガスのエンジニアリング領域
で培ってきた可燃性ガスのハンドリング技術、非可食資源からのバイオエタノール製造技術開発実
績、バイオ医薬品領域における高効率な培養槽の開発実績などを生かして、微生物の培養やポリマ
ーの合成プロセスにおいて安全かつ適切・均一に混合ガスを維持・管理する技術を開発する。なお
研究開発段階からライフサイクルでの CO2 排出量を確認、検討していく方針である。 

 廃プラスチックのガス化による水素製造 

EUP（Ebara Ube Process）という廃プラスチックのガス化ケミカルリサイクル技術を用いて低
炭素水素を製造する。まず廃プラスチックを破砕して高品位の固形燃料（RPF、Refuse derived 

paper and plastics densified Fuel）を生成し、これをガス化炉で加熱して一酸化炭素及び水素を主
成分とする合成ガスを製造する。次に、一酸化炭素を水と反応させ水素と CO2 の合成ガスを製造
する。これらのプロセスで得られた水素を精製・圧縮し需要家に供給する。なお、ガス化炉の燃料
には RPF の一部を用いており製造過程で追加の熱エネルギーを使用することはない。 

日揮グループは廃プラスチックの輸送から EUP プロセスでの水素製造までに排出される CO2

が、廃プラスチックの焼却処分及び化石燃料由来の水蒸気改質法による水素製造により排出される
CO2 と比べて大幅に削減できることを確認している。さらに、このプロジェクトは廃棄されていた
プラスチックを原料として再利用することから最終処分される廃棄物量の削減にも貢献する。本プ
ロセスで発生する CO2 は通常の焼却処分と比較して回収が容易であるため、将来的には CCUS や
CCS を適用することによる CO2 排出量の更なる削減を検討していく。加えて、普及が見込まれる
バイオ由来プラスチックのうちリサイクルが難しいものを本事業で使用することによる BECCS3

の実現も視野に入れて検討を進めている。 

環境改善効果：廃棄物由来やバイオマスなどの原料を利用したカーボンリサイクル／ケミカルリサイク
ルによるバイオ燃料、バイオ素材、水素・アンモニア製造などに関わる研究開発、設備投資などを通じ
て、最終処分される廃棄物量削減への貢献と、化石燃料の利用や化石燃料由来の素材利用を代替・削減
することによる GHG 排出削減へ貢献する。環境改善効果は対象事業の環境目的に応じて GHG 排出削
減量や廃棄物削減量といった定量指標で評価する。ただし研究開発段階の事業など定量指標での評価が
困難な場合は、想定利用目的や目指す効果などの定性情報により評価する。 

＜SDGs との整合＞ 

SDGs 目標  

  

 

9.4 2030 年までに、資源をよりむだなく使えるようにし、環境にやさしい技術や生産の方法をより多

く取り入れて、インフラや産業を持続可能なものにする。すべての国が、それぞれの能力に応じて、こ

れに取り組む。 

12.1 持続可能な消費と生産の10年計画を実行する。先進国がリーダーとなり、開発途上国の開発の状

況や対応力も考えに入れながら、すべての国が行動する。 

13.1 全ての国々において、気候関連災害や自然災害に対する強靱性（レジリエンス）及び適応の能力を

強化する。 

 

  

                              
3 Bio Energy with Carbon Capture and Storage の略で、バイオマスエネルギー利用時の燃焼により発生した CO2 を

回収・貯留する技術。ネガティブエミッション技術のひとつとされている。 
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■SAF 製造プラント（3D モデル） 

 

[出所：日揮ホールディングス] 

② エネルギートランジション事業 

グリーン適格カテゴリー：クリーン輸送／高環境効率・環境適応商品、環境配慮生産技術・プロセス／
再生可能エネルギー 

事業概要・適格基準：カーボンニュートラル社会に向けたエネルギートランジションを実現するための
以下の技術・製品に必要な研究開発、設備投資などに充当する。 

 電気自動車、水素自動車の普及に必要不可欠な技術、基幹部品、インフラストラクチャー（ただし、
内燃機関に使われる技術・製品は除く） 

 再生可能エネルギー由来の水素・アンモニア製造 

 太陽光発電、陸上/洋上風力発電 
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＜具体的なプロジェクト例＞ 

 EV 自動車向け高効率・高出力パワーモジュール用の高熱伝導窒化ケイ素基板に係る設備投資 

窒化ケイ素基板は直流・交流の電力変換や制御などを行うシリコンカーバイド（SiC）をはじめ
とするパワー半導体を搭載したパワーモジュール用の基板として用いられる。プロジェクトは電動
車向けのパワーモジュールに使用される窒化ケイ素基板に関する設備投資。SiC などのパワー半導
体の実用化は機器の小型化や電動車の高出力化を可能とし電費向上・航続距離延伸により電動車の
普及拡大に貢献する。窒化ケイ素基板は電動車に搭載される SiC などのパワー半導体の高性能化や
普及拡大に欠かせない。 

電気自動車などにおいて電気の出力を上昇させるとパワー半導体に熱が発生し、適切に冷却や放
熱ができないと半導体の性能低下や熱応力による基板の破損といった問題を引き起こす恐れがあ
る。従来は絶縁放熱基板として熱伝導率が高い窒化アルミニウムが使用されていたが、機械的強度
が低いため信頼性に問題があった。日揮グループが製造している窒化ケイ素基板は窒化アルミニウ
ムやその他のセラミックス基板と比べて、高い放熱性能と機械的強度の両方を兼ね備えており、電
動車に搭載される SiC などのパワー半導体の高性能化や普及拡大に必要不可欠な製品である。 

  環境改善効果：電気自動車・水素自動車の普及に必要不可欠な技術・基幹部品・インフラストラクチャ
ーや、再生可能エネルギー由来の水素・アンモニア製造、太陽光発電・陸上/洋上風力発電に係る研究開
発や設備投資などを通じて、カーボンニュートラル社会の実現に貢献する。対象事業の環境改善効果は
プロジェクトを通じて実現する GHG 排出削減量で評価する。ただし、研究開発段階の事業など定量指
標での評価が困難な場合は、想定利用目的や目指す効果などの定性情報により評価する。 

＜SDGs との整合＞ 

SDGs 目標  

  

 

7.2 2030年までに、エネルギーをつくる方法のうち、再生可能エネルギーを使う方法の割合を大きく増やす。 

9.4 2030年までに、資源をよりむだなく使えるようにし、環境にやさしい技術や生産の方法をより多く

取り入れて、インフラや産業を持続可能なものにする。すべての国が、それぞれの能力に応じて、これに

取り組む。 

13.1 全ての国々において、気候関連災害や自然災害に対する強靱性（レジリエンス）及び適応の能力を

強化する。 

■高熱伝導窒化ケイ素基板 

 

[出所：日揮ホールディングス] 
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(3) 環境面・社会面におけるネガティブな影響への配慮 

 プロジェクトの特性に応じて、上述の通り環境面・社会面におけるネガティブな影響への配慮を踏まえ
た適格基準を設定するほかライフサイクルベースの CO2 排出量を確認している。 

 さらに、個別プロジェクトの選定にあたり、以下のような環境・社会的リスク低減に向けた取り組みの
実施を必要に応じて確認している。 

 事業の所在地の国・地方自治体にて求められる環境関連法令などの遵守と、必要に応じた環境への
影響調査 

 事業の地域住民への十分な説明 

 廃棄物の適切な管理・処理、エネルギー使用の合理化及び非化石エネルギー導入の検討、建設工事
に係る資源の再資源化、環境負荷物質への対応 

 

調達資金は廃棄物由来やバイオマスなどの原料を利用したバイオ燃料、バイオ素材、水素・アンモニア製
造、電気自動車・水素自動車の普及に必要不可欠な製品、再生可能エネルギー由来の水素・アンモニア製造、
再生可能エネルギーの取り組みまで、幅広いグリーンプロジェクトに充当される。グリーンボンド原則の事
業区分は「再生可能エネルギー」「クリーン輸送」「高環境効率・環境適応商品、環境配慮生産技術・プロセ
ス」「汚染の防止及び管理」に該当する。日揮ホールディングスはプロジェクトの特性に応じて、環境面・社
会面におけるネガティブな影響への配慮を踏まえた適格基準を設定するほか、ライフサイクルベースの CO2

排出量を確認している。個別プロジェクトの実施にあたり環境影響調査、地域住民への説明などの環境・社
会的リスク低減に向けた取り組みを必要に応じて確認する。調達資金の使途は妥当である。 
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2. プロジェクトの評価と選定のプロセス 

(1) 包括的な目標、戦略等への組み込み 

・ 日揮グループは気候変動、デジタル化、感染症拡大など事業環境の変化を踏まえてパーパス（存在意義）
を「Enhancing planetary health」と再定義し、2040 年に向けて 3 つの社会課題「エネルギーの安定供
給と脱炭素化の両立」「資源利用に関する環境負荷の低減」「生活を支えるインフラ・サービスの構築・
維持」の解決を目指すビジョンを掲げる。 

・ 2040 年ビジョンではビジネス領域、ビジネスモデル、組織の 3 つのトランスフォーメーションを通じて
「Planetary health の向上に貢献する企業グループ」への変革に挑戦しており、5 つのビジネス領域を
事業の柱として確立していく方針である。 

・ 2040 年ビジョンの実現に向けた最初の 5 年間を対象として策定された中期経営計画では、取組むべき 3

つの重点戦略を設定。重点戦略のひとつである「高機能材製造事業の拡大」では「戦略製品の拡販」と
して窒化ケイ素基板を位置づけている。また「将来の成長エンジン確立」では 2040 年ビジョンで目指
す 5 つのビジネス領域に関して、特に将来の成長エンジンとして期待している具体的な分野が示されて
おり、本フレームワークの資金使途でもある水素・アンモニア、SAF、ケミカルリサイクル、再エネな
どが位置付けられている。対象事業は日揮グループの 2040 年ビジョン及び中期経営計画の実現に貢献
する。 

・ また対象事業は従来の EPC ビジネスモデルではなく、日揮グループ自ら研究開発、製品製造、事業参画
などを行うことが想定され、2040 年ビジョンで掲げたビジネスモデルのトランスフォーメーションに
向けた非 EPC 事業の拡大にも貢献する。 

・ 環境面のマテリアリティ「環境調和型社会」に関して、日揮グループは 4 つの社会課題「化石エネルギ
ーによる環境負荷の低減」「再生可能エネルギーの比率増大」「生態系の保護、生物多様性の維持」「地球
温暖化抑制に資する製品、技術の開発促進」を認識、この解決に向けた取り組みを推進している。対象
事業はバイオ燃料、バイオ素材、水素・アンモニア製造に関する取り組み、電気自動車・水素自動車の
普及に資する製品製造、再生可能エネルギーの導入拡大に資する取り組みなどが含まれており、マテリ
アリティに対応する。 

(2) プロジェクトの評価・選定の判断規準 

・ 適格プロジェクトの評価・判断規準として、グリーンボンド原則などにおける事業区分に応じた適格事
業をフレームワークに明記している。 

・ プロジェクトの特性に応じて、環境面・社会面におけるネガティブな影響への配慮を踏まえた適格基準
を設定しているほか、ライフサイクルベースの CO2 排出量を確認している。 

・ 個別プロジェクトの実施にあたり、環境面・社会面におけるネガティブな影響への対応を必要に応じて
確認するプロセスがある。 

(3) プロジェクトの評価・選定の判断を行う際のプロセス 

・ 適格プロジェクトの選定は、財務部門が適格基準への適合状況について社内関係各部の支援を受けなが
ら確認したうえで選定し、必要に応じて上述した環境・社会的リスク低減に向けた取り組みを実施して
いることを確認したうえで、CFO が最終決定する。 

 
以上よりプロジェクトの評価・選定プロセスは明確かつ合理的である。 
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■中期経営計画における 3 つの重点戦略 

 

[出所：日揮ホールディングス] 
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3. 調達資金の管理 

・ 調達資金は全額が適格プロジェクトに充当されるまで、財務部門が、対象となるプロジェクトの管轄部
署やグループ会社と連携し、専用の帳簿などを用いて資金充当状況を継続的にモニタリングする。 

・ 未充当資金は現金または現金同等物で運用する予定である。 

以上より資金管理は適切である。 

4. レポーティング 

(1) 開示の概要 

・ レポーティングの概要は以下の通り。調達資金の充当計画に大きな変化が生じた場合は、必要に応じて
適宜ウェブサイトに開示する予定。 

 

 開示事項 開示タイミング 開示方法 

資金充当状況 

・ 充当した適格プロジェクトの概要 

・ 適格プロジェクトへの充当額（新規支出と

リファイナンスの割合を含む） 

・ 未充当金額 

調達資金が全額充当

されるまで、少なくと

も年 1 回 
ウェブサイト 

インパクト ・下表のとおり 

調達資金の残高が存

在する限り、少なくと

も年1回 

■グリーンプロジェクトのインパクトレポーティング項目 

事業区分 ICMA GBP 区分 レポーティング項目 

カーボンリサイク

ル／ケミカルリサ

イクル事業 

高環境効率・環境適応商品、

環境配慮生産技術・プロセス

／汚染の防止及び管理 

[GHG 排出削減に資するプロジェクトの場合] 

 GHG 排出削減量（t-CO2e）（実績値または

推計値） 

[汚染の防止及び管理に資するプロジェクトの場合] 

 廃棄物低減量/効果（実績値または推計値） 

※研究開発等で定量的なレポーティングが困難な場

合は定性的なインパクトを実務上可能な範囲で詳

細に開示する 

エネルギートラン

ジション事業 

クリーン輸送／高環境効率・

環境適応商品、環境配慮生産

技術・プロセス／再生可能エ

ネルギー 

 GHG 排出削減量（t-CO2e）（実績値または

推計値） 

※研究開発などで定量的なレポーティングが困難な

場合は定性的なインパクトを実務上可能な範囲で

詳細に開示する 
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(2) 環境改善効果に係る指標、算定方法等 

・ インパクトレポーティングはプロジェクトの環境目的に応じて GHG 排出量や廃棄物低減量などを可能
な限り定量化して、事業概要などの定性的な情報を組み合わせて開示する。 

以上よりレポーティングの内容は適切である。 
 

以 上 
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